様式第２号（第６条関係）

養父市アグリ特区保証融資制度　事業計画書

　　　年　　　月　　　日

〔申請人〕
住所（所在地）
商号（法人名）
氏名（表者名）　　　　　　　　　　　
１．事業内容
	（農業）既存事業・新規事業　※いずれかを選択　
	

	

	（商工業）既存事業・新規事業　※いずれかを選択　
	
	　　　

	
	

	事業地の住所
（開始予定地の住所）
	（農業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※１

	
	（商工業）　

	1 農業の事業内容
	

	　農業開始（予定）年月
	
	経営耕地面積※２
	（ａ／ｈａ）
	農業に従事する者の人数
	　名

	直近決算（申告）における農業部門の売上構成　※３
	作物・種類
	作付面積（a/ha）
飼育頭羽数（頭羽）
	生産量（t）
出荷頭羽数（頭羽）
	年間売上高（千円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	2 商工業の事業内容
	

	商工業開始（予定）年月
	
	　　　商工業に従事する者の人数
	　　 　名
	

	　直近決算（申告）における商工業部門の売上構成　※３
	取扱品目・サービス
	主な販売、受注先
	主な仕入、外注先
	年間売上高（千円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※１この住所が国家戦略特別区域内になければ、本保証制度の対象になりません。
※２経営耕地とは、農業者が農作物の栽培を目的として所有又は借入している耕地のことをいいます。畜産農業を営んでいる方は、
施設全体の面積を記入してください。農業サービス業・園芸サービス業は除きます。
※３開始予定の場合は計画値を記入してください。

２．資金使途※
	特区内の事業資金
	内訳
	金額（千円）
	構成比

	農業
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	商工業
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	特区内の事業資金　合計（①）
	
	

	特区外の事業資金
	内訳
	金額（千円）
	構成比

	農業
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	商工業
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	特区外の事業資金合計（②）
	
	

	総合計（①＋②）
	
	


※商工業とともに営む農業の実施に必要な資金であることが必要です。
※資金使途には国家戦略特別区域内で営む農業に係る資金が含まれていなければなりません。
※特区内・外及び農業・商工業に係る資金が混在したもので区別できない場合には、当該資金を特区内・外の農業・商工業毎の売上高、販売数量等の指標によって按分する方法等により、それぞれの必要資金を算出の上、記入してください。
※市長が特に認めるもののほか、次のいずれか認定基準を満たすことが必要です。(1)特区内の事業資金が総合計の概ね50%以上。(2)特区外の商工業の事業資金が特区内の農業に関連（加工・流通・販売等）している場合は、特区内の事業資金が総合計の概ね20%以上、かつ特区内の農業に係る事業資金が特区外の農業に係る事業資金より大きいこと。
３．資金調達計画
	調達方法
（借入の場合は借入先）
	資金種別
（運転・設備）
	金額（千円）
	調達時期
	備考（担保設定等）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	


４．収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	／　　～　　／
（直近決算（申告）実績）
	／　　～　　／
（翌期予想）

	
	全体
	商工業部門
	農業部門
	全体
	商工業部門
	農業部門

	売上高
	
	
	
	
	
	

	売上原価
	
	
	
	
	
	

	売上総利益
	
	
	
	
	
	

	販管費
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	

	営業外収入
	
	
	
	

	営業外支出
	
	
	
	

	（うち支払利息割引料）
	（　　　　　）
	
	（　　　　　）
	

	経常利益
	
	
	
	

	税引前当期利益
	
	
	
	

	法人税等
	
	
	
	

	税引後当期利益
	
	
	
	



５．備考
	




